






































































































































































































ついては,米国議会上院銀行住宅都市委員会(Committee on Banking, Housing
and Urban Affairsof tｈｅＵ.S.Ｓｅｎａtｅ)16)において国際会計基準審議会(IASB)
















it sayｌ can't do this?)｣といった発想の蔓延をもたらす。こうした発想は細
則を設ける結果として生ずる副産物であり，設定された基準に込められた
本来の意図を巧みにすり抜けようとする者達を助長し，基準の背後に存在
するはずの原則に焦点を当てるどころか，むしろ覆い隠してしまう危険が
ある，と指摘するのである。
－369－
　米国基準に存在するこうした問題点を指摘した上で, Tweedieは，会
計基準設定の在り方として，企業と監査人に対し，基準の軸となる原則と
彼らが選択した会計処理との間に整合性があるのかどうか，再考を促すよ
うなアプローチが望ましい，との立場を表明している。このアプローチに
従えば，企業と監査人はその専門的判断を公益に資する形で行使するよう
求められるという。より具体的には，財務諸表作成者に対して，あらゆる
取引を忠実に表現する財務諸表を作成する義務を課し，監査人に対しては，
クライアントからの圧力に抵抗する義務を課すものとされる。さらには，
個々の基準書に原則を具体的に記すことによって，企業と監査人は細則に
依存することなくとも，こうした義務を遂行できるはずである，と主張す
るのである。
　エンロン事件やワールドコム事件等の一連の不正会計事件を受けて
2002年７月30日に米国で制定されたサーべインズ・オックスリ一法
(Sarbanes-OxleyActof 2002:以下，SO法という)は,SECがTweedieの示す
在り方へ向けて米国会計制度改革に着手する決定的契機を与えたといえる。
SO法は, SECスタッフに対し，米国が原則主義に基づく会計制度を採
用するための研究を次に示す４項目について実施するよう勧告しており，
その成果を2003年７月30日を期限として議会に提出する旨を規定してい
た(第108条(d))。
　①現在米国において原則主義に基づく会計基準がどの程度存在するのか
　②細則主義から原則主義へと会計制度を改革するために要する期間
　③原則主義会計制度の実行可能性および実行の方法
　④原則主義を採用するための包括的な経済分析
　この勧告に対する回答が, SECが2003年７月25日に公表した『サー
べインズ・オックスリー法第108条(d)の指示による，米国財務報告制度
が原則主義会計制度を採用することに関する研究』と題する研究報告書で
ある(以下,報告書とい引。この報告書で示されている米国基準設定の将来
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像は，｢国際的な会計基準との収斂を果たすための手段｣(ＳＥＣ[2003]V. E)
を提供するものとされている。実際，それはTweedieが主張する原則主
義会計基準の在り方をほぼ踏襲する内容となっており，そこで示されてい
る方向どおりに米国会計基準が改革されていくのであれば, IFRSsとの
収斂化はいっそう加速するものと予想される。次節でその内容についてみ
る。
5.目的志向型会計基準と会計責任
　SO法は，経営者および監査人の証券諸法違反に対する罰則を強化し，
投資家の利害に適う行動をとるインセンティブを彼らに与えるための様々
な法規定か設けられている。とりわけ，会社の最高経営責任者と最高財務
責任者は，投資家にすべての重要な情報を開示し，それらが会社の財政状
態，経営成績，キャッシュフローを忠実に表現していることを証明する義
務が課される(302条(ａ))。監査人は，新たに設立された公開会社会計監視
委員会(ＰＣＡＯＢ)によるモニタリングを受けることになり(104条(b))，ク
ライアントが会計基準を遵守し，取引事象の経済的実質を反映する適切な
開示を行っているかどうかを評価する能力が従来以上に重視されることに
なる(SEC[2003]I. E)。
　報告書が提案する新たな基準設定のアプローチは，こうしたSO法に
よる諸改革を補完するものと位置付けられており，かつてない程に経営者
と監査人の会計責任を強調する内容となっている。まず，報告書は，会計
基準の有り様を｢細則主義(rules-based)｣，｢原則主義(principles-based)｣，
｢原則オンリー(principles-only)｣という３つに類型化し，細則主義基準と
原則オンリー基準に内在する欠陥を指摘している。その上で，現在の米国
基準も国際的な会計基準も，いずれもＳＥＣが理想と考える原則主義基準
とはいえないとし，ここで新たに｢目的志向型｢ob｣ectives-oriented)｣と称
する基準設定のアプローチを提案している。以下，報告書に基づき，その
　　　　　　　　　　　　　　― 371 ―
論理の展開を追ってみることにしたい。
　原則オンリー基準とは，基準を運用する上での指針をほとんど提供しな
いような基準であるとされている17)。そうした基準では，経営者と監査人
に対し，専門的判断を行使するための十分な骨組みを与えないまま取引事
象の会計処理を決定するよう求めることになるから，結果として，同一事
象の会計処理が企業間で異なってしまうという欠陥がある，とされる。
　他方，原則オンリー基準の対極に位置付けられる細則主義基準は，しば
しば米国基準の特徴とされている。しかし，報告書の指摘によれば，細則
主義基準には次に挙げる重大な欠陥が含まれているものとされる。
　①多数のブライトラインテスト(bright linetests: 明確な線引き基準)が含
　　まれているために18)，表面上は基準に準拠しているよう見せかける一
　　方で，技巧を凝らして基準本来の目的をすり抜ける術を財務の専門家
　　に与えてしまう。具体的な数値で示されるブライトラインを境に全く
　　異なる会計処理が適用されるから，財務諸表作成者は取引の形式を若
　　干操作するだけで，自らにとって好ましい報告を行うことができる19)。
－372－
　　この結果，経済的実質が同じである取引事象に異なる会計処理が適用
　　され，比較可能性が損なわれる2o)。
　②基準の基礎になる原則に対して多数の例外が存在するため，基準の内
　　的整合性が損なわれる。多数の例外は，事前に想定しうるあらゆるシ
　　ナリオに対応した会計処理を一様に規定し，専門的判断の混入する余
　　地を限りなく狭めようとする狙いから生ずるものである。しかし，こ
　　うした狙いとは裏腹に，雑多な例外の中からどの会計処理を選択すべ
　　きかを決定するためには専門的判断を要し，その際にはしばしば，経
　　済的実質が同じである取引事象に異なる会計処理が適用されるため，
　　比較可能性が損なわれる。
　③大部かつ詳細な適用指針が存在するために，基準を確実に運用するこ
　　とができない。
　以上のように，原則オンリー基準と細則主義基準はともに重大な欠陥を
内包しているため，報告書は，会計基準の在り方としては次の定義で示さ
れる原則主義会計基準こそが理想である，と主張する。すなわち，
　　　｢具体的な会計原則を簡潔に述べ，そこには基準の中核となる会計
　　目的が組み込まれており，基準の例外や内的な不整合が，仮にあった
　　としても，ほとんどないものである。さらに各種の取引事象に対して
－373－
　　相応しい量の適用指針を用意し，ブライトラインテストを排除するも
　　のである。最終的に，個々の基準は首尾一貫した財務報告の概念フレ
　　ームワークに従い，そこから論理的に導かれるものである」(SEC
　　［2003］I. C)
　報告書は，上の定義に合致する会計基準を目的志向型基準と命名し，ま
たそうした基準を設定するアプローチを目的志向型基準設定と呼んでいる。
それは，次の理由によるものとされる。
　・ある会計基準を適用するにあたって，財務諸表作成者（あるいは監査
　　人）は，当該基準の会計目的に適合する会計処理を選択するよう要求
　　される。
　・個々の基準は，会計基準の体系を貫く包括的で首尾一貫した概念フレ
　　ームワークに明記されている一群の目的に適合した形で公表される。
　・基準の例外は，その性質上，原則の中に組み込まれている会計目的と
　　矛盾し，内的整合性を損ない，かなり詳細な適用指針を作成しなけれ
　　ばならないため，排除される。
　・ブライトラインテストは，こうした例外を生み出す温床となるため，
　　排除される。
　・ある基準の適用対象となる各種の取引事象を明確化し，相応しい分量
　　の適用指針を用意することによって，財務諸表作成者と監査人が適切
　　な会計処理をするための基盤を与える。
　・投資家が個々の基準に明記された目的を学習することによって，報告
　　された数値の意味をしっかりと把握できるようになる。
　これらの理由から分かるように，目的志向型基準は，基準書に具体的原
則と会計目的を記すことによって，経営者・監査人に対し，取引事象の経
済的実質を会計目的に適合した形で財務報告書に記載する会計責任を課す
ものといえる。そこでは，経営者と監査人による専門的判断の行使を，目
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的に適合する会計処理を選択することへと方向付け，経済的実質が同じで
ある取引事象に対して同一の会計処理の適用を促すことによって，財務報
告の比較可能性を達成することが大きな狙いとされている。そうした狙い
が達成されることにより，最終的には，経営者・監査人のインセンティブ
が投資家利害と両立することが期待されるのである(ＳＥＣ[2003]Ｖ.Ｂ)。
　報告書はまた，目的志向型基準設定を実施するためには現在の概念フレ
ームワークを改善する必要があると主張している21)。具体的には，基準間
の論理整合性を保つため，資産・負債観(asset-liabilityview)に基づく基準
設定を徹底化し，特に概念基準書第５号における収益認識規準に関する部
分は，現行実務を単に記述したものに過ぎないから，これを全面的に見直
すよう提言している(ＳＥＣ[2003]ＩＩＩ・Ｂ)。私見ではあるが，こうした資産・
負債観の徹底は，会計がこれまで収益・費用観(revenue-expense view)のも
とで堅持してきた伝統的な受託会計責任解明機能が必ずしも維持されなく
なることを意味する。その不在を補うのものが，｢目的の明確化｣という
会計基準における対処と，｢経営者・監査人に対する罰則強化｣という法
的対処に他ならない。
　なお，報告書では，現在公表済の米国基準の中で，上で述べた目的志向
型基準に近い形で設定されている原則主義的な基準の例として，基準書第
141号｢企業結合｣と基準書第142号｢暖簾およびその他の無形資産｣の２
つを挙げている22)。報告書が企業結合会計基準を題材として細則主義基準，
原則主義基準，および原則オンリー基準の比較をした結果が表２である。
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表2.企業結合会計基準の比較(出典:ＳＥＣ[2003]Ill D)
－376－
6｡まとめ
　本稿は，米国会計基準設定の実質的な権限を有するＳＥＣの会計収斂化
へ向けた最近の動向を検討した。現在のところ, SECは米国内で上場あ
るいは資金調達をする外国企業に対し，米国基準への調整表を付した書類
を提出する義務を課しているため，米国においてIFRSに準拠した財務諸
表がそのままの形で受け入れられるという段階には至っていない。こうし
た自国中心主義的な開示規制の背景には, IFRSsは米国基準と比較した
場合，会計基準としての品質が劣るのではないかというＳＥＣの疑念が存
在した。
　その一つは，投資家に提供する情報の質に対する疑念であった。そこで
は，何よりもまず，企業と投資家（売り手と買い手）の間に存在する情報の
非対称性を減じ，効率的な資本市場の形成に寄与する会計基準の役割が問
題とされた。しかしながら，資本市場に対する影響という観点から両基準
を比較したLeuz［2003］の実証結果が示すところによれば, IFRSsは米
国基準と比べて必ずしも劣っているとはいえない。そもそも，両基準が同
一市場で対等に認められている状況が稀にしかない以上，こうした観点か
らの比較には限界がある。
　もう一つは, IFRSsは米国基準と比べて，十分な適用指針を用意して
いないから，基準の厳格な運用が困難なのではあるまいか，という疑念で
あった。しかしながら，2002年サーべインズ・オックスリー法の制定を
契機に，こうした認識は一変している。 ＳＥＣが2003年に公表した報告書
では，米国基準は細則に依存し過ぎているとの批判を受けて，目的志向型
という新たな基準設定アプローチが提案されていた。それは，基準書の中
に具体的原則と会計目的を組み込むことによって，経営者と監査人に対し
取引事象の経済的実質を忠実に表現する会計責任を課し，ひいては彼らと
投資家のインセンティブ両立を企図するものであった。また，そうするこ
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とにより，大部に及ぶ適用指針の作成を回避することが狙いとされていた。
ＳＥＣとIASBは基準設定のあり方として目的志向型のアプローチが望ま
しいとの認識で大筋一致しており，今後この方向で米国基準設定が改革さ
れていくとすれば, IFRSsと米国基準の収斂化はいっそう加速するもの
と予想される。
－378－
－379－
